ＣＳＲ研究会提言セミナーのご案内


社会課題（SDGs等）解決に向けた取り組みと

国際機関・政府・産業界の連携のあり方について
主催：一般財団法人企業活力研究所　　後援：グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン
平素は当研究所の活動に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

当研究所のＣＳＲ研究会（一橋大学 大学院商学研究科 加賀谷哲之准教授を座長とする２７名の委員とオブザーバー（経済産業省等）によって構成）は、今般、「社会課題（SDGs等）解決に向けた取り組みと国際機関・政府・産業界の連携のあり方」についての報告書をとりまとめました。

つきましては、下記のとおり、報告書の内容に関するセミナーを開催致します。多数の皆様のご参加をお待ちしております。
記

１．日　　時　　平成２９年５月１６日（火）１４：３０～１６：３０（受付開始14：00～）
２．会　　場   ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター ホール２Ａ（２階）
住所：東京都港区西新橋１－１５－１大手町建物田村町ビル　(別紙1)
http://www.kashikaigishitsu.net/facilitys/cc-shimbashi/access/
３．内　　容　　　
・主催者挨拶　　（一財）企業活力研究所 理事長　　　　　　　                岩田 満泰
・基調講演　　　　国際連合広報センター　所長　　　　　　　　　　　　   　根本かおる氏
・ＣＳＲ研究会調査研究・総括的報告
　　　　一橋大学 大学院商学研究科 准教授（ＣＳＲ研究会座長）             加賀谷 哲之氏
・ＣＳＲ研究会調査研究報告
　　　　ロイドレジスター ジャパン株式会社 取締役 事業開発部門長　      　 冨田 秀実氏
・企業・団体からの事例報告
㈱ＬＩＸＩＬ Public Affairs部門 広報部 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾚｽﾎﾟﾝｼﾋﾞﾘﾃｨ推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ 主幹  伊藤 弓子氏
イオン㈱ グループ環境・社会貢献部　部長　　　         　　　　　　　　　　 金丸 治子氏
(一財)ＣＳＯネットワーク　事務局長・理事　　         　　　　　　　　　　黒田 かをり氏
・質疑応答
４．お申し込み方法   　（参加費：無料　　先着順　※ご参加者には報告書をお渡し致します）
お申し込みは、５月９日（火）までに別紙２「参加申込書」にてE-mailまたはFAXでご連絡を頂きますようお願い申し上げます。ご不明な点がございましたら下記担当までお問い合わせ下さい。

■基調講演　講師略歴（国際連合広報センター　所長　根本　かおる氏）■
東京大学法学部卒。テレビ朝日を経て、米国コロンビア大学大学院より国際関係論修士号を取得。1996年から2011年末まで国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）にて、アジア、アフリカなどで難民支援活動に従事。ジュネーブ本部では政策立案、民間部門からの活動資金調達のコーディネートを担当。WFP国連世界食糧計画広報官、国連UNHCR協会事務局長も歴任。フリー・ジャーナリストを経て2013年8月より現職。著書に『日本と出会った難民たち－生き抜くチカラ、支えるチカラ』（英治出版）他。


一般財団法人企業活力研究所

【設立の趣旨・ミッション】

●企業活力研究所は、日本経済と企業活動を取り巻く諸問題を調査研究するシンクタンクとして、経
団連等業界の協力と経済産業省の支援を得て、昭和５９年７月に設立。

●企業活力増進に向け、経営戦略、産業税制、企業法制、雇用・人材開発等、経済・社会・制度を巡
る諸問題について幅広い施策普及活動と調査研究・施策提言活動をミッションとしている。

【所在地・連絡先】

●東京都港区西新橋1-13-1　ＤＬＸビル3階　電話03-3503-7671　ＦＡＸ　03-3502-3740

●理事長：岩田　満泰
●本件担当：小西（企画研究部）　Ｅ-mail：konishi@bpf-f.or.jp
（別添）

社会課題（SDGs等）解決に向けた取り組みと

国際機関・政府・産業界の連携のあり方について
背景

企業活力研究所では、平成16年度のCSR研究会から、継続的に様々な視点から企業のCSRへの取組、進捗、グローバル市場の中での日本企業の在り方、CSRの諸課題についてテーマを取り上げている。平成27年度のテーマ「我が国企業の競争力強化に向けたCSRの国際戦略についての調査研究」においては、日本企業が新興国でのCSRを推進する上で、途上国の社会課題を事業機会へ繋げることの困難さについての報告がなされた。特に、対象とする社会課題の特定、現地NGOなどのパートナーの選定が、日本企業にとっての共通の課題であることが見出されている。

　一方、2015年に新たな国際目標として採択された、持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals ）は途上国だけでなく、先進国を含めたグローバルなレベルでの社会課題に対しての世界的な共通目標であり、その目標達成には、国家だけではなく、企業の積極的な取り組みが国際的に求められている。

　このような世界規模の社会課題に対しての企業の取り組みについては、企業一社のみで展開していくには自ずと限界があり、より効果的に実践するためには、企業と国際機関・政府・NGO等との連携（パートナーシップ）が必要不可欠であると考えられる。

　こうした問題意識のもと、平成28年度は、当研究会において社会課題(SDGs等)解決に向けた取り組みと国際機関・政府・産業界の連携のあり方を検討することとした。
報告書目次

1章　　イントロダクション
本調査の目的と背景
2章　　日欧企業の社会課題（SDGs等）解決への取り組みと連携の状況について
日欧アンケート調査と比較分析
3章　　社会課題（SDGs等）解決に資する企業の先進事例
日欧企業のインタビューによる先進事例
4章　　パートナー組織・ステークホルダーの企業に対する期待
日欧の国際機関・NGOのインタビューによる期待と留意点
5章　　社会課題（SDGs等）解決に向けた取り組みと国際機関・政府・産業界の連携のあり方
に関する課題と提言
－参考資料－

1）インタビュー調査企業・団体事例（11社・団体）

（日本）㈱ ＬＩＸＩＬ／㈱リコー／ヤマトホールディングス㈱／H＆M／日本ユニセフ協会

（欧州）ノボノルディスク／ネスレ／マークス・アンド・スペンサー／WBCSD／UNICEF／オックスファム

2）CSR 研究会発表概要・資料（10社・団体）

　国際連合広報センター／損害保険ジャパン日本興亜㈱／(公社)セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

　武田薬品工業㈱／(公財)日本国際交流センター／日本電気㈱／ＪＩＣＡ／イオン㈱
（一社）グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン／(一財)ＣＳＯネットワーク

3）アンケート調査　　日欧自由記述
4）ジョン・G・ラギー ハーバード大学教授　第 5 回国連ビジネスと人権フォーラム 基調講演（翻訳）
《別紙１》

[image: image1.emf]


《別紙２》
【参加申込書】
メールまたはＦＡＸにてお申し込み下さい。

【送付先】

一般財団法人企業活力研究所

企画研究部　小西宛

Ｅ-mail：　konishi@bpf-f.or.jp　
ＦＡＸ：　　　０３－３５０２－３７４０

※メールの場合には「メール本文」に下記の必要事項を記載しお申し込み頂いても結構です。
　メールのタイトルに「５月１６日セミナー申し込み」とご記載ください。
CSR研究会提言セミナーご参加者
	貴社・団体等名
	

	ご住所
	〒

	ふりがな
	

	お名前
	

	部署名・
お役職名
	

	ご連絡先
	電話：　　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　　ファックス：　　　　　　　　（　　　　　　　）　　　　　

	
	E –mail            　　     　　　　 @                              


※ご参加者、複数名の場合

	ふりがな
	

	お名前
	

	部署名・

お役職名
	

	ご連絡先
	電話：　　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　　ファックス：　　　　　　　　（　　　　　　　）　　　　　

	
	E –mail            　　     　　　　 @                              


	ふりがな
	

	お名前
	

	部署名・

お役職名
	

	ご連絡先
	電話：　　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　　ファックス：　　　　　　　　（　　　　　　　）　　　　　

	
	E –mail            　　     　　　　 @                              


セミナー会場のご案内





＊会場はこちらのビル


２階のホール２Ａです











ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター ホール２Ａ（２階）





〒105-0003東京都港区西新橋１－１５－１大手町建物田村町ビル





＜アクセス＞


・ＪＲ山手線/京浜東北線/東海道本線/横須賀線「新橋駅」日比谷口 徒歩４分


・東京メトロ銀座線「新橋駅」８番出口 徒歩３分


・都営三田線「内幸町駅」Ａ３出口 徒歩１分


・東京メトロ銀座線「虎ノ門駅」１番出口 徒歩５分


・東京メトロ丸ノ内線/千代田線/日比谷線「霞ヶ関駅」Ｃ３出口 徒歩７分


・ゆりかもめ「新橋駅」徒歩７分


・都営浅草線「新橋駅」徒歩８分























